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研究成果の概要（和文）： 

本研究の目的は大規模で所与の構造を持たないコミュニケーションデータから説得プロセスに

関する有用な特徴を明らかにする枠組み、分析手法を提案し、企業の債権回収にかかわる会話

データの解析を通じて提案手法の有用性を検討することである。本研究は会話の流れを定量化

し、解析する手法を開発することで、債権回収における支払い遅延顧客を説得するコミュニケ

ーションプロセスを明らかにした。 

 
 
 

研究成果の概要（英文）： 

The purpose of this research is to develop a framework and an analysis method to 
discover some features from the content and the persuading process in un-structured 
databases, and to show its application to the communication for the debt-collecting 
process to verify the usefulness of the proposed system.  In this study, we were 
successful in clarifying the communication process in the overdue payment collection 
by using the data of a Japanese telecommunication company. 
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１．研究開始当初の背景 

マーケティングや経営分野において、テキ
ストマイニングのビジネス応用に関する既
存研究が存在する。アンケートの自由回答
（上田 2005; 豊田 2002; Araki 2005; Yada 

2006）や有価証券報告書（喜田 2006）など
のテキストデータを対象にして、特定単語の
使用頻度の基礎的統計指標をもとに、有用な
知見を発見しようとしている。従来、特定の
データ構造を持たない文章などの解析では、
内容分析（Krippendorff 1980）が社会学に
おいて開発されており、これらの研究は計算
機性能の向上をてこに内容分析の対象を広
げ、そのデータ規模を拡大させている。しか
しながら、これらの研究は解析手法や枠組み
について従来の内容分析に依拠しており、分
析手法またはコミュニケーション研究とし
ての理論的な貢献に乏しい。一方で、AI（人
工知能）研究におけるテキストマイニング研
究として、田中ら（2005; 2006）による紛争
処理に関する文章解析研究がある。これらは
調停に伴うコミュニケーションデータから、
類似の紛争案件を検索し調停支援を行い、ア
ドバイスを提供しようとする試みである。こ
れらは支援のタイミングを扱っているが、コ
ミュニケーションのプロセスそのものを解
析する枠組みを明らかにしていない。本研究
では、コミュニケーションプロセスをモデル
化し、非構造のテキストデータを定量化する
枠組みを提案する。 

 私はこれまで顧客の購買履歴データに代
表されるような企業内の構造化されたデー
タを解析する手法や枠組みを研究してきた。
特に販売データの解析では、AMA や AMS

などの国際会議で研究成果をあげることが
できた。一方でこうした定量化しやすいデー
タの限界も明らかになっており、近年、それ
を補完する文章などの定性的（非構造）デー
タの解析に研究範囲を拡大している途上で
ある。本研究はそうした定量的解析と定性的
解析の統合を目指した第一歩である。また本
研究の基礎的な考察として、Yada(2006)はテ
キストマイニングと因子分析を統合し、説得
に用いられる単語の利用頻度の特徴につい
て明らかにした。しかし、これは既存研究と
同様に単語の利用頻度をもとにした静的な
解析であり、会話中の時系列データはその一
部しか扱っておらず、コミュニケーションプ
ロセスに着目した動的な特徴を抽出するこ
とは難しい。 

 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、大規模で所与の構造を持
たないコミュニケーションデータから説得
プロセスに関する有用な特徴を明らかにす
る枠組み、分析手法を提案し、企業の債権回

収に関わる会話データの解析を通じて提案
手法の有用性を検討することである。従来、
会話データのように構造を持たないデータ
の定量的解析は単語の利用頻度といった単
純な解析にとどまるものが多い。本研究は、
単語の利用頻度といった静的な文章の特徴
だけでなく、動的なコミュニケーションプロ
セスの特徴を明らかにする枠組み、分析手法
を提案する。企業の商品購入代金の支払い遅
延に関して顧客と交渉する大規模な説得コ
ミュニケーションデータを対象とする。これ
には、企業と顧客との膨大な会話データが記
録されており、これらから説得プロセスに関
する有用な知見を発見することが企業にと
って重要な意義を持つ。つまり大規模な支払
い遅延顧客との会話データから、かれらを説
得するためのコミュニケーションプロセス
を明らかにする。本研究は、説得コミュニケ
ーションプロセスのモデル化から、解析シス
テムの開発、実データによる実証までを行う
包括的なテキストマイニング研究である。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 文献研究と枠組みの提案 

社会学における説得コミュニケーション
研究、AI におけるテキストマイニング研究な
どの文献を中心にレビューし、コミュニケー
ションプロセスのモデル化を試みる。具体的
には説得コミュニケーションにおける既存
研究の成果に基づき、説得プロセスをいくつ
かのステップに分類し、それらの特徴を定量
化する枠組みを提案する。 

(2) 解析手法の開発 

上記のモデル化にそった、新しい文章解析
のためのアルゴリズムとシステムの開発を
行う。特にプロセスの特徴の定量化と大規模
データに耐えうる計算速度を実現する。文章
解析のアルゴリズムは、広島市立大学の砂山
研究室と共同開発する。 

(3) データ収集・蓄積とシステム環境の構築 

本研究の対象となる債権回収に関する説
得コミュニケーションの会話データを記録、
蓄積する仕組みを構築する。関係企業との協
力の確約は既に取れており、社内におけるデ
ータ収集と同時にヒアリング調査を実施す
る。ただし、そのデータの一部は音声（会話）
データして記録されているため、人手をかけ
て電子化する。 

(4) 画像データの収集と統合 

本研究では会話データだけではなく、説得
交渉の際の状況を録画した画像データも解
析対象に含める。人のしぐさや距離など画像
から抽出される特徴をコミュニケーション
プロセスの特徴として利用する。 

(5) 提案手法の評価、理論的考察 

蓄積された企業データを用いて提案手法



 

 

の有用性の評価を行う。企業内の専門家の評
価、シミュレーションによる精度などを検討
し、理論的な考察を加える。 

 

 
４．研究成果 
(1) 理論的貢献 
 本研究の目的は大規模で所与の構造を持
たないコミュニケーションデータから説得
プロセスに関する有用な特徴を明らかにす
る枠組み、分析手法を提案し、企業の債権回
収にかかわる会話データの解析を通じて提
案手法の有用性を検討することである。本研
究は会話の流れを解析する手法として、説得
プロセスをモデル化し、ラベル付けを行うこ
とで文章を時系列で定量化することに成功
した。説得プロセスとして、行動内容の説明、
行動意思の付与、行動手順の相談、行動の最
終確認を定義し、それぞれの段階に関連する
単語集合にラベル付けする。それらの出現頻
度を時系列で解析することで、有用な知見が
発見できる。本研究では、回収率の高いオペ
レーターの説得プロセスの特徴をこれらの
変化から抽出することで、債権回収における
支払い遅延顧客との大規模な会話データか
ら彼らを説得するためのコミュニケーショ
ンプロセスを明らかにした。 
(2) 実験データから得られた具体的知見 
 実験結果から、それぞれのプロセスに関連
づけられた単語の使い方が、オペレーターの
回収率に大きな影響を与えることが明らか
になった。表１は説得プロセスにラベル付け
された単語の出現頻度と債権回収率との相
関関係を示している。 
 
 表１ 説得プロセスに関連する単語と回
収率との相関関係 

説得プロセス 関連語との相関 

行動内容の説明 -0.46 

行動手段の確認 -0.81 

 
 まず行動内容の説明に関する単語群が回
収率にネガティブな影響を与えていること
がわかる。債権回収の場合、債権の状況など
を説明しているものであり、こうした会話が
中盤まで続いているオペレーターは回収率
が低下する傾向が見られた。一方、行動手段
の確認とは、債権回収における回収方法つま
り支払い方法などを指しており、具体的な返
済手続きを話し合っていることを意味して
いる。回収率の高いオペレーターは債務者を
自らの会話ペースに巻き込むために、会話の
流れを変える言葉をタイミングよく使い、会
話開始後2-3分以内に具体的な支払い手続き
に関する話し合いを始めることが分かった。 
 このように説得プロセスをモデル化し、定
量化することで、債権回収に関する重要な知

見をえることができた。発見された知見を要
約すると、①早い段階で相手に同調の意思を
伝え、②相手の置かれている状況を素早く理
解する、そして③相手の理解の程度を確認し
ながら具体的に支払い方法の相談を進める
ことが重要である。これらの知見をもとに、
適切なオペレーターの研修プログラムを開
発することができた。 
(3) 進捗評価 
本研究で開発したテキスト解析技術はゲ

ノム領域で開発された文字列解析技術を応
用したもので、多次元の時系列データを解析
するのに有用である。研究計画では、最終年
度にこれまでの研究解析のとりまとめと開
発した手法の他領域への応用可能性を検討
する予定であったが、環境整備のデータ収集
が企業の協力によって順調に進み、開発や分
析を当初の計画よりも前倒しで行った結果、
砂山・矢田（2007）、Ohsawa and Yada(2009)

など、国内外の学術雑誌や書籍に研究論文を
公刊、当初の予定以上の研究成果を達成する
ことができた。 
(4) 今後の展望 
 当初の研究計画で予定していた「説得コミ
ュニケーションプロセス」のモデル化に関す
る研究目標を達成し、引き続き、文字列解析
技術をベースに開発した多次元時系列解析
手法の他領域への応用可能性を検討してい
た。この手法は当計画の対象となるテキスト
データだけではなく、ストリームデータにも
有用な手法であると考えられ、近年のマーケ
ティング研究において、顧客動線を追跡した
ストリームデータの解析が大きな注目を集
めており、早急に当該研究に着手する必要が
あると考えたからである。しかし、対象がテ
キストデータからストリームデータに変わ
る事、データ規模が大規模になる事、そして
店舗実験を実施しなければならないことな
どから、当初予定していた研究経費では不足
するため、研究計画最終年度前年度応募とし
て、H22 年度基盤研究（A)に応募し、その交
付内定を受けるに至った。これにより今後は、
小売業における顧客の購買履歴データとセ
ンサー技術を用いて定量的に測定した実際
の店内移動経路に関する顧客データを統合
する事によって、顧客の店内における移動行
為と購買結果の因果関係を明らかにする消
費者行動モデルを構築し、実証実験から得ら
れる現実の顧客データによって、その有用性
を検証する。 
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